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第 ４  愛 媛 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計 
 

１ 概  要 

 

 (1) 事業の実施状況 

   ア 工業用水道事業 

     工業用水道事業会計に属する施設は、松山・松前地区、今治地区及び西条地区の３工業用水道である。 

当年度における給水状況は次表のとおりで、年間契約給水量 82,615,895㎥に対し、実績給水量は 60,908,737㎥（給水率 

73.73％）となっている。 

西条地区工業用水道の契約給水量は日量 66,945㎥となっており、前年度（64,440㎥）より 2,505㎥増加している。 

今治地区工業用水道の給水率は 41.39％となっており、前年度（40.43％）より0.96ポイント上昇している。 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

契　約　率 実績給水量 給  水  率

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝（Ｂ)／(Ａ) (Ｄ) (Ｅ) (Ｆ)＝(Ｅ)／(Ｄ)

ｍ 3/日 ｍ 3/日 ％ ｍ 3 ｍ 3 ％
106,000 106,000 100.00 38,690,000 33,060,550 85.45

今 治 地 区 工 業 用 水 道 55,800 54,700 98.03 19,965,500 8,263,115 41.39

西 条 地 区 工 業 用 水 道 87,420 66,945 76.58 23,960,395 19,585,072 81.74

計 　　       ① 249,220 227,645 91.34 82,615,895 60,908,737 73.73

平 成 23 年 度 実 績 ② 249,220 225,140 90.34 82,188,230 61,991,049 75.43

 増　    減(△）     ①-② 0 2,505 1.00 427,665 △ 1,082,312 △ 1.70

％ ％ ％ ％

①/②
－100.52 98.25－101.11

区        分

松 山 ・ 松 前 地 区 工 業 用 水 道

平 成 23 年 度 に 対 す る 比 率
100.00

計画給水量
（１日当たり）

契約給水量
（年間）

契約給水量
(１日当たり)
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   イ 附帯事業（土地造成事業） 

     平成19年度から、工業用水需要と密接な関係にある土地造成事業を工業用水道事業の附帯事業としている。 

     造成土地は、壬生川地区において昭和48年度に造成工事を完了したもので、旧干拓地の一部は、平成13年度及び平成19年度に中

小企業向け工業団地（171,268.18㎡）として基盤整備している。 

当年度の売却実績はなく、当年度末の未処分地の面積は 119,947.81㎡となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(A) (B) (A)-(B)

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

740,464.50 0.00 0.00 0.00 639.84

65,144.701,638,815.04 119,947.81 0.00 119,947.81

6,489.05

77,851.07 3,004.96 0.00 3,004.96

0.00 50,677.24

64,504.86

727,082.36 66,265.61 0.00 66,265.61

898,350.54 119,947.81 0.00 119,947.81

大 規 模
分譲用地

中小企業向け
工業団地

(追加整備分)

22,437.54

93,417.11 50,677.24

当 年 度 末
公 共 用 地

当 年 度 末
未 処 分 地

４ 号 埋 立 地

区　　　分 造成面積
前 年 度 末
未 処 分 地

当  年  度
売却等処分

合　　　計合　　　計合　　　計合　　　計

旧 干 拓 地

中小企業向け
工業団地

備　　考

35,578.27
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(2) 経営状況 

   経営状況（消費税等を含まない額）は、営業収益に営業外収益、附帯事業収益、特別利益を加えた総収益が 1,444,435,358円、営業

費用に営業外費用、附帯事業費用、特別損失を加えた総費用が 1,145,253,951円で、差引き 299,181,407円の純利益を生じている。 

   総収支比率（総収益÷総費用×100％）は 126.12％となっている。 

   前年度と比較すると純利益は 30,581,798円(11.39%)増加し、総収支比率も 3.22ポイント上昇している。 

   また、累積欠損金は、14,138,444,025円となっており、前年度より 299,181,407円減少している。 

 

２ 予算及び決算の状況（決算報告書） 

  予算額に対する決算額及びその内容は、次のとおりである。 

 

 (1) 収益的収入及び支出 

   収  入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工業用水道事業収益決算額は 1,515,690,656円で、予算額に比べて 106,735,344円の減収となっており、執行率は 93.42％となって

いる。 

営業収益の主なものは給水収益 1,434,590,055円である。 

 

予 算 額 に 比 べ

決 算 額 の 増 減 ( △ )

円 円 円

1,622,426,0001,622,426,0001,622,426,0001,622,426,000 1,515,690,6561,515,690,6561,515,690,6561,515,690,656 △ 106,735,344△ 106,735,344△ 106,735,344△ 106,735,344

営 業 収 益 1,605,577,000 1,492,190,344 △ 113,386,656

営 業 外 収 益 10,647,000 15,858,202 5,211,202

附 帯 事 業 収 益 6,097,000 6,096,600 △ 400

特 別 利 益 105,000 1,545,510 1,440,510

区　　　　　分

工工工工 業業業業 用用用用 水水水水 道道道道 事事事事 業業業業 収収収収 益益益益

予　算　額 (Ａ) 決　算　額 (Ｂ)

％

93.4293.4293.4293.42

92.94

148.95

1,471.91

備　　考

99.99

執行率
(Ｂ)／(Ａ)
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支  出 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

工業用水道事業費決算額は 1,211,158,202円で、73,618,798円の不用額を生じており、執行率は 94.27％となっている。 

営業費用の主なものは、減価償却費 401,155,681円、給与費 235,353,822円、修繕費 165,165,071円である。 

営業費用の不用額の主なものは、給与費及び減価償却費である。 

   

 (2) 資本的収入及び支出 

      収  入 

 

 

 

 

 

 

 

 

資本的収入決算額は 110,982,456円で、予算額に比べて 1,528,544円の減収となっており、執行率は 98.64％となっている。  

円 円 円 円

1,284,777,0001,284,777,0001,284,777,0001,284,777,000 1,211,158,2021,211,158,2021,211,158,2021,211,158,202 0000 73,618,79873,618,79873,618,79873,618,798

営 業 費 用 1,030,140,000 959,476,664 0 70,663,336

営 業 外 費 用 248,855,000 244,046,424 0 4,808,576

附 帯 事 業 費 用 2,282,000 2,266,214 0 15,786

特 別 損 失 1,000,000 5,368,900 0 △ 4,368,900

予 備 費 2,500,000 0 0 2,500,000

％

94.2794.2794.2794.27

93.14

区　　分

工工工工 業業業業 用用用用 水水水水 道道道道 事事事事 業業業業 費費費費

不用額翌年度繰越額予算額 (A) 決算額 (B)
執行率

(Ｂ)／(Ａ)

98.07

536.89

0.00

99.31

備　　考

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減 ( △ )

円 円 円

112,511,000112,511,000112,511,000112,511,000 110,982,456110,982,456110,982,456110,982,456 △  1,528,544△  1,528,544△  1,528,544△  1,528,544

他 会 計 か ら の 借 入 金 102,922,000 102,922,000 0

工 事 負 担 金 1,511,000 1,511,216 216

受 託 収 入 7,971,000 5,959,890 △  2,011,110

附 帯 事 業 収 入 1,000 0 △  1,000

固 定 資 産 売 却 代 金 53,000 589,350 536,350

雑 入 53,000 0 △  53,000

区 　 　 分

資資資資 本本本本 的的的的 収収収収 入入入入

1,111.98

100.00

100.01

0.00

執 行 率
(Ｂ )／ (Ａ )

予 算 額  (A) 決 算 額  (B) 備 　　 考

％

98.6498.6498.6498.64

0.00

74.77
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支  出 

 

 

 

 

 

 

 

 

資本的支出決算額は 922,024,285円で、201,321,715円の不用額を生じており、執行率は 82.08％となっている。 

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額は損益勘定留保資金で補てんしている。 

 

３ 経営成績（損益計算書） 

当年度の経営成績は別表１のとおりで、その内容は次のとおりである。 

当年度純利益は 299,181,407円となっており、前年度と比べて 30,581,798円（11.39％）増加している。 

 

 (1) 営業利益 

   営業収益 1,421,133,662円に対し、営業費用は 949,243,911円で、差引き 471,889,751円の営業利益を生じており、前年度に比べて 

14,114,352円（3.08％）増加している。 

   営業収益は、前年度に比べて 18,276,793円（1.30％）増加している。これは主として給水収益の増加によるものである。 

   営業費用は、前年度に比べて 4,162,441円（0.44％）増加している。これは減価償却費が減少した一方で、資産減耗費が増加したこ

とによるものである。 

 

 (2) 経常利益 

   営業利益に営業外収益 15,659,586円、附帯事業収益 6,096,600円を加え、営業外費用 188,661,089円、附帯事業費用 2,235,712円

を差し引いた経常利益は 302,749,136円で、前年度に比べて 22,327,069円（7.96％）増加している。 

円 円 円 円

1,123,346,0001,123,346,0001,123,346,0001,123,346,000 922,024,285922,024,285922,024,285922,024,285 0000 201,321,715201,321,715201,321,715201,321,715

給 水 設 備 費 282,254,000 105,292,199 0 176,961,801

企 業 債 償 還 金 811,064,000 811,063,540 0 460

附 帯 事 業 費 29,980,000 5,621,164 0 24,358,836

国 庫 補 助 金 返 還 金 48,000 47,382 0 618

執行率
(Ｂ)／(Ａ)

区　　分

資資資資 本本本本 的的的的 支支支支 出出出出

不用額翌年度繰越額予算額 (Ａ) 決算額 (Ｂ)

100.00

98.71

備　　考

％
82.0882.0882.0882.08

37.30

18.75
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   営業外収益は、前年度に比べて 2,306,364円（12.84％）減少している。これは主として、雑収益、受取利息の減少によるものであ

る。 

   営業外費用は、前年度に比べて 14,819,382円（7.28％）減少している。これは主として支払利息の減少によるものである。 

   附帯事業収益及び附帯事業費用は、造成土地の賃貸料及び市町交付金であり、前年度と比べて附帯事業収益は 14,619,228円

（70.57％）、附帯事業費用は 10,318,927円（82.19％）それぞれ減少している。 

 

 (3) 当年度純利益 

   経常利益に特別利益 1,545,510円を加え、特別損失 5,113,239円を差し引いた当年度純利益は、299,181,407円となっており、前年

度に比べ 30,581,798円（11.39%）増加している。 

 
４ 剰余金の状況（剰余金計算書及び欠損金処理計算書） 

 当年度における欠損金の処理及び剰余金の増減については、次のとおりである。 

 

 (1) 資本剰余金 

前年度末残高 4,912,047,046円に対し、次のとおり国庫補助金及びその他資本剰余金の発生・処分があり、当年度末残高は 

4,913,438,918円となっている。 

ア 国庫補助金 

    前年度末残高 3,300,453,236円から、元玉川ダム職員公舎の売却に伴う国庫補助金返還金 47,382円を差し引いた国庫補助金の当

年度末残高は 3,300,405,854円となっている。 

  イ その他資本剰余金 

前年度末残高 1,575,903,810円に西条地区工業用水道事業の工事負担金 1,439,254円を加えたその他資本剰余金の当年度末残高は 

1,577,343,064円となっている。 

 

(2) 未処理欠損金 

前年度繰越欠損金 14,437,625,432円に、当年度純利益 299,181,407円を加え、当年度末の欠損金残高は 14,138,444,025円となって

いる。この欠損金は、翌年度へ繰り越すことになっている。 
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５ 財政状態（貸借対照表） 

  当年度末における財政状態は別表２のとおりで、その内容は次のとおりである。 

  資産は 20,437,711,886円で、前年度に比べて 319,280,886円（1.54％）減少している。 

  負債は 17,869,012,535円、資本は 2,568,699,351円となっており、前年度に比べて負債は 191,209,375円（1.08％）増加し、資本は

510,490,261円（16.58％）減少している。 

 

 (1) 資  産 

  ア 固定資産は 15,664,751,961円で、資産合計に対する構成比率は 76.65％となっており、前年度に比べて 324,981,498円減少して

いる。これは主として有形固定資産の減少によるものである。 

  イ 土地造成は 841,015,735円で、資産合計に対する構成比率は 4.11％となっており、前年度に比べて 2,778,602円増加している。

これは前年度末の造成土地残高 838,237,133円に、当年度において建物撤去に要した経費相当額 2,778,602円を加えた結果である。 

  ウ 流動資産は 3,931,944,190円で、資産合計に対する構成比率は 19.24％となっており、前年度に比べて 2,922,010円増加している。

これは未収金が減少した一方で、現金預金が増加したことによるものである。 

    なお、未収金 128,242,908円のうち、納期が到来している未収金は 2,630,593円となっている。 

 

 (2) 負  債 

  ア 固定負債は 17,796,304,128円で、負債資本合計に対する構成比率は 87.08％となっており、前年度に比べて 183,577,368円増加

している。これは主として長期借入金の増加によるものである。 

  イ 流動負債は 72,708,407円で、負債資本合計に対する構成比率は 0.36％となっており、前年度に比べて 7,632,007円増加している。

これは預り金が減少した一方で、未払金が増加したことによるものである。 

 

 (3) 資  本 

  ア 資本金は 11,793,704,458円で、負債資本合計に対する構成比率は 57.71％となっており、前年度に比べて 811,063,540円減少し

ている。これは西条地区工業用水道建設事業等に係る企業債の償還によるものである。 

イ 剰余金の内訳は、資本剰余金 4,913,438,918円、欠損金 14,138,444,025円となっている。 


	工業用水道事業会計

